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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第101期

第３四半期
連結累計期間

第102期
第３四半期
連結累計期間

第101期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 148,763 151,137 217,712

経常利益 (百万円) 6,228 8,509 12,324

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,730 5,724 12,160

四半期包括利益
又は包括利益

(百万円) 4,092 5,844 14,088

純資産額 (百万円) 82,575 96,820 92,564

総資産額 (百万円) 165,065 174,592 180,723

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 46.88 71.96 152.81

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.7 55.4 50.9
 

 

回次
第101期

第３四半期
連結会計期間

第102期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 33.84 29.07
 

　
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２  売上高には、消費税等は含まれていない。

     ３ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してい

ない。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

「第２  事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものである。

  （1）業績の状況

当第３四半期におけるわが国経済は、個人消費等の改善に遅れがみられるものの、企業収益は過去最高水準にあ

り、雇用・所得環境も改善しているなど、景気は緩やかな回復基調が続いている。

 こうしたなか、建設業界においては、公共投資は緩やかな減少傾向にあるものの高水準を維持し、民間設備投資

は企業収益が明確な改善を続けるなかで緩やかな増加基調にある一方、建設需要の拡大に伴う労働力不足や資材費

等の建設コストの高騰が続いている。

 このような状況のもと、当社は、「企業変革に積極的に挑戦し、競争を勝ち抜く強靭なユアテックの実現」を中

期基本目標に掲げ、「安全確保の徹底」と「施工・業務品質の向上」を経営の基本とした業務運営を継続して実践

している。また、環境変化に戦略的に立ち向かうとともに、競争力強化をはかり「オールユアテック」で収益拡大

に取り組んでおり、その結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は151,137百万円と前

第３四半期連結累計期間に比べ2,374百万円（1.6％）の増収となった。損益については、営業利益は8,102百万円

となり前第３四半期連結累計期間に比べ2,687百万円の増益、経常利益は8,509百万円となり前第３四半期連結累計

期間に比べ2,281百万円の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は5,724百万円となり前第３四半期連結累計期

間に比べ1,993百万円の増益となった。

 

（設備工事業）

 当社グループの中核をなす設備工事業の業績は、受注工事高は185,859百万円（提出会社個別ベース）と前第３

四半期連結累計期間に比べ13,963百万円（8.1％）の増加となった。売上高は148,543百万円（連結ベース）と前第

３四半期連結累計期間に比べ2,055百万円（1.4％）の増収、営業利益は7,510百万円（連結ベース）と前第３四半

期連結累計期間に比べ2,325百万円の増益となった。

（リース事業）

 リース事業においては、車両・事務用機器・工事用機械等のリースを中心に、売上高は1,519百万円と前第３四

半期連結累計期間に比べ231百万円（18.0％）の増収、営業利益は254百万円と前第３四半期連結累計期間に比べ34

百万円（15.4％）の増益となった。

（その他）

 その他の事業においては、ミネラルウォーターの製造業、警備業等を中心に、売上高は1,074百万円と前第３四

半期連結累計期間に比べ87百万円（8.8％）の増収、営業利益は587百万円と前第３四半期連結累計期間に比べ267

百万円の増益となった。

 

 （2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新

たに生じた課題はない。
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 （3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は、81百万円であった。

 なお、当第３四半期連結累計期間において研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

 （4）主要な設備

新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変動があった設備は、次

のとおりである。

新設

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名
称

設備の内容
投資予定金額(百万円)

資金調達方法 備考
総額 既支払額

㈱ユアテック
送電工事センター
機材管理所
（宮城県柴田町）

設備工事業 建物他 1,100 187 自己資金
平成27年度着手
平成28年度完成

 

 

 （5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

建設業界においては、公共投資は緩やかな減少傾向が続くとみられるものの高水準を維持し、民間設備投資は企

業収益が明確な改善傾向をたどるなかで緩やかな増加が続くと予想される。

 また、電力工事は、電力安定供給のための設備工事・修繕工事等が引き続き堅調に推移していくものと見込まれ

ている。

 このような状況を踏まえ、当社は、平成26年度中期経営方針（平成26～30年度）の主要施策である安全確保の徹

底と施工・業務品質の向上、事業基盤の強化による戦略的企業構造への変革、競争力の強化によるオールユアテッ

クでの収益拡大に、引き続き取り組んでいく。

 加えて、平成27年度中期経営計画では、本方針以降の環境変化を踏まえ、①事業基盤と競争力の強化、②一般市

場からの収益拡大と電力システム改革への対応、③活力と魅力のある職場づくり、④Yurtecブランド（安全・高品

質・信頼）の向上の４つの力点を設定した。これらの具体的施策を重点的に取り組むことにより、中期基本目標で

ある「企業変革に積極的に挑戦し、競争を勝ち抜く強靭なユアテックの実現」を目指していく。

 当社は、安全で安心なインフラ整備の責任を担う企業として、企業行動の質的向上をベースに、引き続き被災地

域の復興に取り組んでいく。また、「ユアテックグループの未来を切り開いていく」という強い気概と責任を持

ち、目標達成に向け、企業グループの総力を結集し積極果敢に挑戦していく。

 なお、平成27年度中期経営計画における重点施策は以下のとおりである。

 

 ①安全確保の徹底と施工・業務品質の向上

経営の基本・最優先事項として、重大災害撲滅に向けたユアテック安全文化の構築や施工・業務品質のレベル

向上施策を展開するなど、Yurtecブランドの向上に取組み、お客さまからのさらなる信用・信頼の獲得に努めて

いく。

 

 ②事業基盤の強化と戦略的な企業構造への変革

生産性向上を見据えた業務運営体制の整備や、人財・施工体制の確保に資する具体的施策の展開をはかるとと

もに、労働環境改善、部門横断的な人事交流の強化等による活力と魅力のある職場づくりを推進する。

 また、グループ一体経営の推進と役割分担の明確化・体制強化に加え、震災復興・再生への継続支援と地域貢

献の推進などに取り組むことで、事業基盤の強化と戦略的な企業構造への変革に取り組んでいく。

 

 ③競争力の強化とオールユアテックによる収益拡大

電力工事における競争発注拡大への対応、再生可能エネルギー関連工事に代わる収益の追求やソリューション

機能の一層の強化等による収益拡大策の展開などにオールユアテックで取り組んでいく。

 また、市場競争力の強化と一般市場からの新たな収益拡大に向け、関係部門間での連携強化と組織・体制の整

備や、収益性向上を意識した関東圏における営業・施工体制の強化を進めていく。
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 （6）財政状態の分析

当社グループの当第３四半期連結会計期間末の総資産は、完成工事未収入金等の売掛債権の減少などにより、前

連結会計年度末に比べ6,131百万円減少し174,592百万円となった。

 負債合計は、工事未払金等の支払債務の減少などにより、前連結会計年度末に比べ10,386百万円減少し77,772百

万円となった。

 純資産は、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ4,255百万円増加し96,820百万円となった。

 

 （7）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、「ユアテックはお客さまの心ゆたかな価値の創造に協力し、社会の発展に貢献しま

す。」を企業理念に掲げ、電力安定供給への貢献という社会的使命を果たしつつ、総合設備エンジニアリング企業

としてお客さまに満足していただける商品を提供し、社会生活・文化の向上に寄与することにより「企業価値の向

上」を実現していく方針である。

 なお、中期経営計画における具体的施策は次のとおりである。

  ○具体的施策

①安全確保の徹底と施工・業務品質の向上

②事業基盤の強化と戦略的な企業構造への変革

③競争力の強化とオールユアテックによる収益拡大
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 81,224,462 81,224,462
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数  1,000株

計 81,224,462 81,224,462 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

― 81,224 ― 7,803 ― 7,812
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   1,676,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  78,759,000 78,759 ―

単元未満株式 普通株式     789,462 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数           81,224,462 ― ―

総株主の議決権 ― 78,759 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式である。

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式961株及び証券保管振替機構名義の株式630株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱ユアテック

仙台市宮城野区榴岡
四丁目１番１号

1,676,000 ― 1,676,000 2.06

計 ― 1,676,000 ― 1,676,000 2.06
 

(注) 当社所有の単元未満株式961株は、上記所有株式数に含めていない。

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 25,598 27,000

  受取手形・完成工事未収入金等 65,462 ※２  51,243

  電子記録債権 3,118 3,854

  有価証券 10,000 9,000

  未成工事支出金 2,864 9,371

  その他 18,958 16,791

  貸倒引当金 △142 △102

  流動資産合計 125,858 117,158

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 16,455 17,235

   土地 15,929 16,250

   その他（純額） 7,243 7,608

   有形固定資産合計 39,629 41,094

  無形固定資産 1,116 1,599

  投資その他の資産   

   その他 14,535 15,134

   貸倒引当金 △416 △394

   投資その他の資産合計 14,118 14,740

  固定資産合計 54,864 57,434

 資産合計 180,723 174,592
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 34,682 ※２  28,040

  電子記録債務 10,891 12,183

  短期借入金 2,210 2,275

  未払法人税等 3,333 2,337

  工事損失引当金 3,623 1,827

  その他 12,973 10,932

  流動負債合計 67,714 57,595

 固定負債   

  長期借入金 4,378 4,838

  退職給付に係る負債 13,977 13,312

  その他 2,089 2,026

  固定負債合計 20,444 20,176

 負債合計 88,158 77,772

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,803 7,803

  資本剰余金 7,813 7,813

  利益剰余金 79,081 83,801

  自己株式 △719 △746

  株主資本合計 93,978 98,671

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 346 379

  土地再評価差額金 △2,404 △2,433

  為替換算調整勘定 32 25

  退職給付に係る調整累計額 80 143

  その他の包括利益累計額合計 △1,945 △1,884

 非支配株主持分 531 32

 純資産合計 92,564 96,820

負債純資産合計 180,723 174,592
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

  【四半期連結損益計算書】

 【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 148,763 151,137

売上原価 131,616 131,137

売上総利益 17,146 20,000

販売費及び一般管理費 11,732 11,898

営業利益 5,414 8,102

営業外収益   

 受取利息 120 173

 受取賃貸料 135 133

 為替差益 365 －

 その他 250 204

 営業外収益合計 872 511

営業外費用   

 持分法による投資損失 13 －

 為替差損 － 56

 遊休資産諸費用 22 25

 その他 22 22

 営業外費用合計 58 104

経常利益 6,228 8,509

特別利益   

 投資有価証券償還益 73 －

 関係会社株式売却益 － 369

 事業譲渡益 － 178

 その他 4 68

 特別利益合計 77 617

特別損失   

 減損損失 31 89

 事業再編費用 － 154

 その他 72 77

 特別損失合計 104 322

税金等調整前四半期純利益 6,201 8,804

法人税、住民税及び事業税 2,442 3,074

法人税等調整額 △7 △23

法人税等合計 2,434 3,050

四半期純利益 3,766 5,754

非支配株主に帰属する四半期純利益 35 29

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,730 5,724
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 3,766 5,754

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 160 33

 為替換算調整勘定 16 △6

 退職給付に係る調整額 148 63

 その他の包括利益合計 326 90

四半期包括利益 4,092 5,844

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,056 5,815

 非支配株主に係る四半期包括利益 35 29
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

 前連結会計年度において持分法適用の関連会社であった東北自然エネルギー開発㈱及び東北ソーラーパワー㈱につ

いては、全株式を譲渡したことにより、第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲から除外している。

 また、これにより持分法非適用の関連会社であった東北ソーラーパワー㈱の子会社３社（ソーラーパワー久慈㈱、

ソーラーパワー鰺ヶ沢㈱、ソーラーパワー白石㈱）についても、当社の関連会社に該当しないこととなった。
 

 

(会計方針の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方

法に変更している。

 また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原

価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更するこ

ととした。

 加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っている。当該表

示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表の組替えを行っている。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用している。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微である。
 

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

税金費用の計算

 
 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。ただし、当該見積実効税率を用い

て税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっている。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 １ 偶発債務

  (1) 保証債務

     関連会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っている。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

東北自然エネルギー開発㈱ 67百万円 ―百万円

ソーラーパワー久慈㈱ 63 ―

ソーラーパワー白石㈱ 51 ―

ソーラーパワー鰺ヶ沢㈱ 15 ―

計 198 ―
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  (2) 保証類似行為

     関連会社の電力受給契約に関する保証予約を行っている。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

東北自然エネルギー開発㈱ 124百万円 ―百万円
 

 

(注) 連帯保証等において、当社グループの負担額が特定されているものについては、当社グループの負担額を

記載している。

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれている。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 ―百万円 228百万円

支払手形
（営業外支払手形を含む）

― 687
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

 なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 2,356百万円 2,305百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 397 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

平成26年10月29日
取締役会

普通株式 557 7.00 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金
 

 （注）平成26年10月29日取締役会決議による１株当たり配当額７円は、創立70周年記念配当２円を含んでいる。

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

  該当事項なし

 
当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 556 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年10月27日
取締役会

普通株式 477 6.00 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

  該当事項なし
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)設備工事業 リース事業 計

売上高        

 外部顧客への売上高 146,487 1,288 147,776 987 148,763 ― 148,763

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

338 2,850 3,188 4,469 7,658 △7,658 ―

計 146,826 4,138 150,965 5,457 156,422 △7,658 148,763

セグメント利益 5,184 220 5,405 320 5,725 △311 5,414
 

 (注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備業、不動産業、製造

業、廃棄物処理業及び電気事業を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)設備工事業 リース事業 計

売上高        

 外部顧客への売上高 148,543 1,519 150,063 1,074 151,137 ― 151,137

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

139 3,164 3,304 5,457 8,761 △8,761 ―

計 148,683 4,684 153,367 6,531 159,899 △8,761 151,137

セグメント利益 7,510 254 7,765 587 8,352 △250 8,102
 

 (注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備業、不動産業、製造

業、廃棄物処理業及び電気事業を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額（円） 46.88 71.96

 （算定上の基礎）   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 3,730 5,724

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（百万円）

3,730 5,724

 普通株式の期中平均株式数（千株） 79,582 79,552
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

該当事項なし

 

２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1)  決議年月日 平成27年10月27日

(2)  中間配当金総額 477百万円

(3)  １株当たりの額 6.00円

(4)  支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月１日
 

     (注) 平成27年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払

    いを行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月10日

 株 式 会 社 ユ ア テ ッ ク

取 締 役 会  御 中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   渡 辺  雅 章   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小 川  高 広   印

 

 
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユア

テックの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日か

ら平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユアテック及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以   上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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